
 

2023年度 事業報告 

 

2023 年４月１日から 2024 年３月 31 日までの事業年度における一般財団法人交通経済研

究所（以下「当法人」という。）の事業活動について、次のとおり報告いたします。 

 

 

Ⅰ 活動実績 

１．調査研究事業 

⑴ 受託調査 

受託調査では、JR 各社の経営課題に沿ったテーマを各社と意見交換を重ねながら遂

行しました。定例調査 16件及び特別課題等 2件（主な件名：運賃改定の影響等の試算、

ラストワンマイル交通手段の評価、2025 万博需要想定、鉄道のクロスセクター効果の

評価算出方、ダイナミックプライシング導入に向けて、地方線区における車いす介助

のあり方 等）を受託し、一部課題で新たな分析手法（定量分析）を活用するなどし

たほか、調査成果のフォローアップ説明会を初実施するなど、受託調査等の成果を向

上させました。 

⑵ 研究活動のレベルアップ 

自主研究を発表する所内勉強会や、研究員に必要なスキル・マインドについての研修、

各社のご協力をいただいての講演会・見学会などを開催しました。 

 

２．情報サービス事業 

⑴ 「運輸と経済」の刊行 

「運輸と経済」では読者の関心に合わせたテーマ設定の工夫を行い読者拡大に努めま

した。各号の特集のテーマは、次のとおりです。 

 

2023年 ４月号  人材マネジメント-交通の人的資本- 

2023年 ５月号  地方都市‐まちと交通‐ 

2023年 ６月号  地域交通の再設計 

2023年 ７月号  持続可能な物流 

2023年 ８月号  Osaka-生まれ変わる大大阪‐ 

2023年 ９月号  都市災害に備える-関東大震災から 100年- 

2023年 10月号  交通のデザイン 

2023年 11月号   交通系 ICカード 

2023年 12月号  人生 100年時代の交通 
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2024年 １月号  カーボンプライシング 

2024年 ２月号  関係人口と地域再生 

2024年 ３月号  英国の交通 

 

「運輸と経済」の収支改善に向け、2024 年４月号からの販売価格改訂（税別単品価

格 858 円→1000 円）に向けた準備を進めたほか、ページ数見直し等によるコスト削減

や、これまで請求書払いのみだったホームページ直販のクレジット決済対応を実施し

ました。 

「運輸と経済」フォーラム（2023年 12月 ホテルメトロポリタンエドモント テー

マ「関係人口がつくる地域の未来」）を開催しました。現地出席・配信視聴合わせ 300

名近い方々にご覧いただくとともに、その内容を「運輸と経済」2024年２月号（関係

人口と地域再生）に掲載しました。 

 

⑵ 「交通経済研究所 NEWS」等の刊行 

「運輸と経済」の論稿等を読みやすくまとめた賛助会員向け情報誌「交通経済研究

所 NEWS」を年 12回発行したほか、2024年４月からのリニューアルに向け検討を進め

ました。また、有識者による交通時評、交通経営に関わる政策情報・時事情報等、鉄

道経営に資する情報誌「JR経営情報」を年 24回発行しました。 

 

３．日本交通学会支援事業 

事務局として、以下の運営支援を行いました。 

⑴ 研究報告会等の開催・運営 

≪第 82回研究報告会≫ 

開催日  2023年 10月７日（土）・８日（日） 

開催校  愛媛大学 

統一論題 ポストコロナ社会における交通グリーン戦略 

⑵ 学術誌の編集 

「交通学研究 第 67号」  

⑶ 会員管理その他の運営支援 

日本交通学会会員数（2024年３月 31日現在） 

正会員 435名（対前年度末２名減）、学生会員 ４名（対前年度末３名減）、 

特別会員 29団体 （対前年度末１団体減） 

・ 理事会、評議員会等の開催・運営 

総会１回、理事会２回、評議員会１回、年報編集委員会５回の開催・運営 
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４．資料室 

 資料室では利用者拡大に向けた企画展示（例：上野駅開業 140年に合わせた企画）や

情報発信に努めました。また、専門図書館協議会の見学会受け入れ（2023年 10月 約

20名の参加）など部外専門図書館とのネットワーク構築に取り組んだほか、継続的な蔵

書の収集や利用しやすい設備の整備などを実施しました。 

 

５．組織運営 

採用活動の実施（2024 年４月１日付で研究職１名を採用）や、マルチタスク化プロ

ジェクトにおける事務職員の将来像議論、職員の声を踏まえた人事制度の改善（定年

再雇用制度の整備、休暇・勤務制度の見直し）等を行い、人材の確保・育成と働きが

いのある職場づくりを推進しました。 

 

 

Ⅱ 法人運営の状況 

１． 評議員及び役員（2024年３月 31日現在 五十音順） 

評議員    青 柳 俊 彦 

評議員    浅 井 克 巳 

評議員    植 木 義 晴 

評議員    上 野 文 雄 

評議員    金 子   慎 

評議員    島 田   修 

評議員    正 司 健 一 

評議員    真 貝 康 一 

評議員    杉 山 武 彦 

評議員    鈴 木 康 修 

評議員    冨 田 哲 郎 

評議員    羽 尾 一 郎 

評議員    半 井 真 司 

評議員    平 子 裕 志 

評議員    藤 田 耕 三 

評議員    真 鍋 精 志 

評議員    渡 辺 郁 夫 

理事長（代表理事）(常勤)  高 橋   眞 

専務理事（代表理事）(常勤) 赤 池 弘友紀 

理事    大 路 洋 司 
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理事    喜 㔟 陽 一 

理事    武 田 健太郎 

理事    堀   雅 通 

理事    山 内 弘 隆 

監事    池 田 敏 夫 

監事    大 西 秀 麿 

 

２．評議員及び役員の異動 

2023年 ６月 16日   評議員       河 内   隆     退任 

評議員       柘 植 康 英     退任 

評議員  宮 下 國 生     退任 

            評議員       金 子   慎     新任 

評議員       正 司 健 一     新任 

            評議員       藤 田 耕 三     新任 

理事        大和田   徹     退任 

            理事        丹 羽 俊 介     退任 

理事        喜 㔟 陽 一     再任 

理事        高 橋   眞     新任 

            理事        武 田 健太郎     新任 

2023年 ７月 １日   評議員       中 村 弘 之     辞任 

評議員       浅 井 克 巳     新任 

 

３．理事会の開催 

(1) 2023年度第１回理事会（通常） 2023年６月１日 

開催場所  当法人会議室 

決議事項  第１号議案 2022年度事業報告及び附属明細書の承認の件 

第２号議案 2022年度計算書類及び附属明細書の承認の件 

第３号議案 2023年度第１回評議員会（定時）の開催の件 

報告事項 １ 代表理事の職務執行状況の報告 

(2) 2023年度第２回理事会（臨時） 2023年６月 16日 

開催方法  書面による提案・同意（決議の省略） 

決議事項  第１号議案 理事長の選定の件 

第２号議案 常勤の理事の報酬の件 

第３号議案 退任の常勤の理事の退職慰労金の件 

第４号議案 非業務執行理事等との賠償責任限定に関する契約の締結の件 
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第５号議案 2023年度第２回評議員会（臨時）開催の件 

(3) 2023年度第３回理事会（通常） 2024年３月 22日 

開催場所  当法人会議室 

決議事項  第１号議案 2024年度事業計画の件 

第２号議案 2024年度収支予算の件 

報告事項 １ 代表理事の職務の執行の状況の報告 

２ 資金運用の経過及び結果について 

 

４．評議員会の開催 

(1) 2023年度第１回評議員会（定時） 2023年６月 16日 

開催場所  ホテルメトロポリタンエドモント 千鳥 

決議事項  第１号議案 2022年度計算書類及び附属明細書の承認の件 

第２号議案 評議員の選任の件 

第３号議案 役員の選任の件 

報告事項 １ 2022年度事業報告について 

２ 2023年度事業計画及び収支予算について 

(2) 2023年度第２回評議員会（臨時） 2023年６月 30日 

開催方法  書面による提案・同意（決議の省略） 

決議事項  評議員の選任の件 

 

５．賛助会員数（2024年３月 31日現在） 

・特別賛助会員  17団体 （対前年度末 ２団体増） 

・賛 助 会 員  33団体 （対前年度末 変わらず） 

 

６．常勤職員数（2024年３月 31日現在） 

・研 究 員  17名  （出向者６名含む） 

・事 務 員  11名  （出向者２名含む） 

・パートタイマー １名 

・派遣スタッフ  ３名 

計     32名  （対前年度末 変わらず） 

 

 

Ⅲ 事業報告の附属明細書 

2023年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34条

第３項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しませんので、附属

明細書を作成しません。 


